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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第73期

第２四半期
連結累計期間

第74期
第２四半期
連結累計期間

第73期

会計期間
自　2019年４月１日
至　2019年９月30日

自　2020年４月１日
至　2020年９月30日

自　2019年４月１日
至　2020年３月31日

売上高 （百万円） 51,112 49,388 117,243

経常利益 （百万円） 2,013 2,870 7,203

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（百万円） 1,229 1,932 5,359

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,048 2,387 4,657

純資産額 （百万円） 42,062 46,893 45,080

総資産額 （百万円） 122,489 136,723 136,788

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 25.45 40.00 110.94

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 34.3 34.3 33.0

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 2,963 662 3,742

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,134 △5,686 △4,172

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △2,168 3,097 5,394

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高
（百万円） 8,570 12,135 14,032

 

回次
第73期

第２四半期
連結会計期間

第74期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2019年７月１日
至　2019年９月30日

自　2020年７月１日
至　2020年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 58.11 37.60

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

 

 

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、および、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

(新型コロナウィルス感染症の影響)

　新型コロナウィルス感染症の収束の時期は未だ不透明であり、新型コロナウィルス感染症の影響が世界で継続およ

び拡大した場合は、当社や顧客の工場稼働の悪化要因になる等、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼ

す可能性があります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）

が判断したものであります。
 
(1）財政状態および経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国の経済状況は、新型コロナウイルス感染症拡大の収束時期が見通

せず、景気の先行きは極めて不透明な状況が続いています。

このような状況下、当社グループは、中期経営計画「Triangle Plan 2022」(2019年度～2021年度)に掲げる

重点戦略を強力に推進し、当中期経営計画期間のみならずそれ以降の更なる成長に向けた次の打ち手を実行す

ることにより企業価値の向上および経営基盤の強化を図りつつ、受注・売上の確保に努めました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は49,388百万円（前年同期比3.4％減）となりました。損益面

におきましては、営業利益は2,468百万円（前年同期比68.3％増）、経常利益は2,870百万円（前年同期比

42.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,932百万円（前年同期比57.2％増）となりました。
 
セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

① 理科学・計測機器事業

新型コロナウイルス感染症の影響により走査電子顕微鏡を中心とした民需の引合いが低い水準にとどまり、売

上高は減少しました。

この結果、当事業の売上高は30,109百万円（前年同期比 5.0％減）となりました。

② 産業機器事業

電子ビーム描画装置を中心に、受注・売上が堅調に推移しました。

この結果、当事業の売上高は12,025百万円（前年同期比 7.8％増）となりました。

③ 医用機器事業

海外における生化学自動分析装置の売上が増加したものの、新型コロナウイルス感染症の影響で健康診断等に

おける血液検査が減少したことにより、全体として売上高が低い水準にとどまりました。

この結果、当事業の売上高は7,253百万円（前年同期比 12.2％減）となりました。

 
また、財政状態は次のとおりであります。

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末から65百万円減少し136,723百万円となりまし

た。主なものとしては、現金及び預金が1,385百万円、受取手形及び売掛金が6,480百万円減少し、たな卸資産

が5,668百万円、土地が1,776百万円、建設仮勘定が1,845百万円増加しております。

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末から1,878百万円減少し89,829百万円となりま

した。主なものとしては、長期借入金が7,270百万円増加し、社債が2,643百万円、支払手形及び買掛金が1,950

百万円、短期借入金が1,757百万円、電子記録債務が1,226百万円減少しております。

一方、当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、利益剰余金の増加に伴い46,893百万円となりました。

以上の結果、当第２四半期連結会計期間末の自己資本比率は34.3％となりました。
 

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、12,135百万円とな

り、前連結会計年度末より1,896百万円減少しております。

なお、当第２四半期連結累計期間における各活動によるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりでありま

す。
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(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間において営業活動による資金の増加は662百万円（前年同期は2,963百万円の資金の

増加）となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益の増加、たな卸資産の増加があったものの、仕入債

務の減少等によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間において投資活動による資金の減少は5,686百万円（前年同期は1,134百万円の資金

の減少）となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出等によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間において財務活動による資金の増加は3,097百万円（前年同期は2,168百万円の資金

の減少）となりました。これは主に長期借入による収入の増加等によるものであります。

 

(3）経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更

はありません。

 

(4）優先的に対処すべき事業上および財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社が優先的に対処すべき事業上および財務上の課題について

重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は3,931百万円であります。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2020年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2020年11月６日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 48,857,800 48,857,800
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100株であり

ます。

計 48,857,800 48,857,800 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2020年７月１日～

2020年９月30日
－ 48,857,800 － 10,037 － 8,974
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（５）【大株主の状況】

  2020年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除

く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

株式会社ニコン 東京都港区港南２－15－３ 4,300 8.82

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）
東京都港区浜松町２－11－３ 4,000 8.21

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海１－８－12 3,453 7.08

ＳＳＢＴＣ　ＣＬＩＥＮＴ　ＯＭＮＩ

ＢＵＳ　ＡＣＣＯＵＮＴ

（常任代理人　香港上海銀行）

ＯＮＥ　ＬＩＮＣＯＬＮ　ＳＴＲＥＥＴ，　

ＢＯＳＴＯＮ　ＭＡ　ＵＳＡ　０２１１１

（東京都中央区日本橋３－11－１）

2,814 5.77

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 1,504 3.09

株式会社日本カストディ銀行（信託口

４）
東京都中央区晴海１－８－12 1,279 2.63

ＪＰ　ＭＯＲＧＡＮ　ＣＨＡＳＥ　　

ＢＡＮＫ　３８００５５

（常任代理人　株式会社みずほ銀行）

２７０　ＰＡＲＫ　ＡＶＥＮＵＥ，　ＮＥ

Ｗ　ＹＯＲＫ，　ＮＹ　１００１７，　ＵＮ

ＩＴＥＤ　ＳＴＡＴＥＳ　ＯＦ　ＡＭＥＲＩ

ＣＡ

（東京都港区港南２－15－１）

1,242 2.55

日本電子共栄会 東京都昭島市武蔵野３－１－２ 1,215 2.49

日本電子グループ従業員持株会 東京都昭島市武蔵野３－１－２ 1,130 2.32

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 1,042 2.14

計 － 21,982 45.10

（注）１　2020年７月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書に係る変更報告書において、株式会社三井住
友銀行およびその共同保有者１社が2020年７月15日現在で以下のとおり株式を保有している旨が記載されて
いるものの、当社として2020年９月30日時点における実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記
大株主の状況には含めておりません。

 

なお、大量保有報告書に係る変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株式等の数

（千株）
株式等保有割合

（％）

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 225 0.46

三井住友ＤＳアセットマネジメント

株式会社
東京都港区虎ノ門１－17－１ 2,576 5.27

 

 

２　2020年９月３日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書に係る変更報告書において、アーチザン・イ

ンベストメンツ・ジーピー・エルエルシー（Artisan Investments GP LLC）が2020年８月31日現在で以下の

とおり株式を保有している旨が記載されているものの、当社として2020年９月30日時点における実質所有株

式数の確認ができておりませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

 

なお、大量保有報告書に係る変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株式等の数

（千株）
株式等保有割合

（％）

アーチザン・インベストメンツ・

ジーピー・エルエルシー

（Artisan Investments GP LLC）

アメリカ合衆国53202ウィスコンシン州ミル

ウォーキー、スウィート800、ウィスコンシ

ン・アヴェニュー875E

3,143 6.43
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2020年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 119,300

完全議決権株式（その他） 普通株式 48,718,500 487,185 －

単元未満株式 普通株式 20,000 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  48,857,800 － －

総株主の議決権  － 487,185 －

（注）１　「単元未満株式」欄には、当社保有の自己株式18株および役員報酬BIP信託が保有する当社株式４株が含ま

れております。

２　「完全議決権株式（その他）」欄には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式420,200株（議決権4,202個）

が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2020年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日本電子株式会社

東京都昭島市武蔵野

三丁目１番２号
119,300 － 119,300 0.24

計 － 119,300 － 119,300 0.24

（注）上記の自己株式のほか、役員報酬BIP信託が保有する当社株式420,200株を連結財務諸表上、自己株式として処理

しております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(１)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 14,425 13,040

受取手形及び売掛金 30,965 24,484

商品及び製品 11,815 13,075

仕掛品 38,775 43,010

原材料及び貯蔵品 2,629 2,802

その他 4,745 3,727

貸倒引当金 △321 △263

流動資産合計 103,036 99,878

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,190 6,241

機械装置及び運搬具（純額） 1,193 1,157

工具、器具及び備品（純額） 4,938 4,567

土地 1,771 3,548

リース資産（純額） 574 482

建設仮勘定 617 2,463

有形固定資産合計 15,286 18,460

無形固定資産   

のれん 2,953 2,595

その他 2,289 2,244

無形固定資産合計 5,243 4,839

投資その他の資産   

投資有価証券 7,116 7,972

その他 6,094 5,567

貸倒引当金 △7 △7

投資その他の資産合計 13,203 13,532

固定資産合計 33,732 36,832

繰延資産 18 11

資産合計 136,788 136,723

 

EDINET提出書類

日本電子株式会社(E01905)

四半期報告書

 9/20



 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 12,575 10,625

電子記録債務 10,597 9,370

短期借入金 13,491 11,734

1年内償還予定の社債 1,886 2,836

未払法人税等 1,651 897

前受金 12,431 12,373

賞与引当金 1,457 1,456

その他 13,358 11,347

流動負債合計 67,451 60,642

固定負債   

社債 3,126 483

長期借入金 9,357 16,628

役員退職慰労引当金 33 26

役員株式給付引当金 239 290

退職給付に係る負債 9,462 9,385

資産除去債務 320 320

その他 1,714 2,052

固定負債合計 24,256 29,187

負債合計 91,707 89,829

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,037 10,037

資本剰余金 9,914 9,914

利益剰余金 27,089 28,437

自己株式 △1,068 △1,058

株主資本合計 45,973 47,331

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,296 2,844

繰延ヘッジ損益 71 －

為替換算調整勘定 △1,965 △2,120

退職給付に係る調整累計額 △1,296 △1,162

その他の包括利益累計額合計 △893 △437

純資産合計 45,080 46,893

負債純資産合計 136,788 136,723
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(２)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

売上高 51,112 49,388

売上原価 31,307 29,170

売上総利益 19,804 20,217

販売費及び一般管理費   

研究開発費 3,712 3,931

その他 ※ 14,625 ※ 13,816

販売費及び一般管理費合計 18,337 17,748

営業利益 1,467 2,468

営業外収益   

受取利息 17 20

受取配当金 69 67

受託研究収入 40 27

為替差益 － 113

持分法による投資利益 769 162

その他 221 186

営業外収益合計 1,119 578

営業外費用   

支払利息 67 81

売上債権売却損 5 3

為替差損 453 －

その他 46 91

営業外費用合計 573 176

経常利益 2,013 2,870

特別利益   

固定資産売却益 17 55

特別利益合計 17 55

特別損失   

固定資産売却損 － 0

固定資産除却損 26 17

投資有価証券評価損 50 13

特別損失合計 77 31

税金等調整前四半期純利益 1,953 2,895

法人税、住民税及び事業税 533 799

法人税等調整額 191 163

法人税等合計 724 962

四半期純利益 1,229 1,932

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,229 1,932
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

四半期純利益 1,229 1,932

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 32 547

繰延ヘッジ損益 △1 △71

為替換算調整勘定 △323 △86

退職給付に係る調整額 194 134

持分法適用会社に対する持分相当額 △83 △68

その他の包括利益合計 △181 455

四半期包括利益 1,048 2,387

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,048 2,387

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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(３)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,953 2,895

減価償却費 1,452 1,717

のれん償却額 184 295

賞与引当金の増減額（△は減少） △194 △1

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 17 58

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △9 △6

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 67 50

固定資産除売却損益（△は益） 9 △37

投資有価証券評価損益（△は益） 50 13

受取利息及び受取配当金 △86 △88

支払利息 67 81

売上債権売却損 5 3

売上債権の増減額（△は増加） 6,330 6,458

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,447 △5,377

仕入債務の増減額（△は減少） △108 △3,278

その他 1,657 △658

小計 3,950 2,125

利息及び配当金の受取額 93 88

利息の支払額 △67 △89

売上債権売却による支払額 △5 △3

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,008 △1,458

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,963 662

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,091 △5,222

有形固定資産の売却による収入 27 91

無形固定資産の取得による支出 △48 △151

子会社株式の取得による支出 △70 －

その他 48 △404

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,134 △5,686

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,138 △3,091

長期借入れによる収入 4,000 10,651

長期借入金の返済による支出 △3,000 △2,040

社債の償還による支出 △255 △1,693

配当金の支払額 △584 △584

その他 △189 △144

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,168 3,097

現金及び現金同等物に係る換算差額 △352 29

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △691 △1,896

現金及び現金同等物の期首残高 9,261 14,032

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 8,570 ※ 12,135

 

EDINET提出書類

日本電子株式会社(E01905)

四半期報告書

13/20



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　偶発債務

　連結子会社以外の会社に対して、次のとおり債務保証を行っております。

前連結会計年度
（2020年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2020年９月30日）

JEOL(MALAYSIA)SDN.BHD.の前受金（574千

MYR）
14百万円

JEOL(MALAYSIA)SDN.BHD.の前受金（589千

MYR）
15百万円

JEOL INDIA PVT.LTD.の前受金（284,631千

INR）
415　〃

JEOL INDIA PVT.LTD.の前受金（299,497千

INR）
434　〃

JEOL(BEIJING)CO.,LTD.の前受金（520千

USD）および借入金（389,855千円）
446　〃

JEOL(BEIJING)CO.,LTD.の前受金（937千

USD）および借入金（365,995千円）
465　〃

計 876百万円 計 914百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間

（自　2019年４月１日
　　至　2019年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日

　　至　2020年９月30日）

給与手当 5,411百万円 5,706百万円

賞与引当金繰入額 389　〃 405　〃

退職給付費用 274　〃 235　〃

役員退職慰労引当金繰入額 8　〃 6　〃

役員株式給付引当金繰入額 43　〃 43　〃

減価償却費 472　〃 614　〃

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

現金及び預金 8,571百万円 13,040百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1　〃 △904　〃

現金及び現金同等物 8,570百万円 12,135百万円
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（株主資本等関係）
 
Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

１．配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2019年６月26日

定時株主総会
普通株式 584 利益剰余金 12.00 2019年３月31日 2019年６月27日

　（注）配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する自社の株式に対する配当金５百万円が含まれています。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2019年11月８日

取締役会
普通株式 584 利益剰余金 12.00 2019年９月30日 2019年12月６日

（注）配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する自社の株式に対する配当金５百万円が含まれています。

 

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

１．配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2020年６月25日

定時株主総会
普通株式 584 利益剰余金 12.00 2020年３月31日 2020年６月26日

　（注）配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する自社の株式に対する配当金５百万円が含まれています。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2020年11月６日

取締役会
普通株式 584 利益剰余金 12.00 2020年９月30日 2020年12月４日

（注）配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する自社の株式に対する配当金５百万円が含まれています。

 

EDINET提出書類

日本電子株式会社(E01905)

四半期報告書

15/20



（セグメント情報等）

【セグメント情報】
 

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
理科学・計測
機器事業

産業機器事業 医用機器事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 31,690 11,155 8,266 51,112 － 51,112

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － － －

計 31,690 11,155 8,266 51,112 － 51,112

セグメント利益又は損失

（△）
△436 3,199 836 3,599 △2,131 1,467

（注）１　セグメント利益又は損失の調整額△2,131百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△2,131

百万円が含まれております。

２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
理科学・計測
機器事業

産業機器事業 医用機器事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 30,109 12,025 7,253 49,388 － 49,388

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － － －

計 30,109 12,025 7,253 49,388 － 49,388

セグメント利益又は損失

（△）
△288 4,064 737 4,513 △2,045 2,468

（注）１　セグメント利益又は損失の調整額△2,045百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△2,045

百万円が含まれております。

２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 25円45銭 40円00銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
1,229 1,932

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
1,229 1,932

普通株式の期中平均株式数（千株） 48,313 48,316

（注）１．潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式を、１株当たり情報の算定上、期中平均株式数の計算において控

除する自己株式に含めております（前第２四半期連結累計期間425千株、当第２四半期連結累計期間420千

株）。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】
 

第74期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）中間配当については、2020年11月6日開催の取締役会におい

て、2020年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

①　配当金の総額                              普通株式　　584百万円

②　１株当たりの金額                          普通株式　　 12円00銭

③　支払請求の効力発生日および支払開始日      普通株式    2020年12月４日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

2020年11月6日

日　本　電　子　株　式　会　社

　 取 　締 　役 　会　　　御 　中

 

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

　　　東 　京 　事 　務 　所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大　中　　康　宏　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 五十嵐　　勝　彦　　印

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電子株式会社

の2020年4月1日から2021年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（2020年7月1日から2020年9月30日ま

で）及び第2四半期連結累計期間（2020年4月1日から2020年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本電子株式会社及び連結子会社の2020年9月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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